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連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成30年    
     3月31日

平成31年    
     3月31日

平成30年    
     3月31日

平成31年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金7,896 8,643 7,420 4,690

たな卸資産 保管金等1,907,943 1,979,842 1,417 1,911

未収金 賞与引当金4,697 13,681 129,196 135,372

前払金 退職給付引当金462,056 817,159 1,897,078 1,904,965

前払費用 その他の債務等72 85 1,165 1,153

貸付金 77 3

その他の債権等 361 92

貸倒引当金 △ 12 △ 91

有形固定資産 9,669,032 10,205,955

国有財産等（公共
用財産を除く）

8,557,753 8,811,262

土地 4,060,817 4,099,696

立木竹 15,774 16,548

建物 1,076,803 1,039,058

工作物 603,774 551,485

船舶 1,247,330 1,236,306

航空機 678,548 914,428

建設仮勘定 874,705 953,739

物品等 負 債 合 計1,111,278 1,394,692 2,036,279 2,048,094

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞13,505 14,648

その他の投資等 資産・負債差額0 0 10,029,350 10,991,926

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 12,065,630 13,040,020 12,065,630 13,040,020



連結業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成29年 4月 1日) (自 平成30年 4月 1日)
(至 平成30年 3月31日) (至 平成31年 3月31日)

人件費 1,931,344 1,949,513

賞与引当金繰入額 129,196 135,372

退職給付引当金繰入額 84,349 195,864

補助金等 121,881 134,738

委託費 14,732 17,669

交付金 123 123

支出金 59,183 91,729

分担金 0 0

装備品等購入費 34,696 47,910

修理費等 881,645 854,675

庁費等 576,746 340,687

その他の経費 29,200 26,903

減価償却費 952,442 940,012

貸倒引当金繰入額 △ 89 167

支払利息 6 4

資産処分損益 33,227 23,831

本年度業務費用合計 4,848,687 4,759,204



連結資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成29年 4月 1日) (自 平成30年 4月 1日)
(至 平成30年 3月31日) (至 平成31年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 9,551,408 10,029,350

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 4,848,687 △ 4,759,204

Ⅲ　財源 5,282,959 5,486,598

　　主管の財源 52,147 71,288

　　配賦財源 5,230,521 5,415,275

　　自己収入 289 32

　　独立行政法人等収入 0 1

Ⅳ　無償所管換等 13,247 191,507

Ⅴ　資産評価差額 30,422 43,673

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 10,029,350 10,991,926



連結区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成29年 4月 1日) (自 平成30年 4月 1日)
(至 平成30年 3月31日) (至 平成31年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 57,847 64,148

配賦財源 5,230,521 5,415,275

自己収入 289 32

独立行政法人等収入 0 1

前年度剰余金等受入 213 194

財源合計 5,288,872 5,479,653

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 2,244,198 △ 2,266,899

補助金等 △ 121,881 △ 134,738

委託費 △ 14,732 △ 17,669

交付金 △ 123 △ 123

支出金 △ 59,183 △ 91,729

分担金 △ 0 △ 0

装備品等購入費 △ 540,143 △ 564,294

修理費等の支出 △ 874,198 △ 866,226

庁費等の支出 △ 654,737 △ 521,166

その他の支出 △ 29,197 △ 26,856

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 4,538,395 △ 4,489,705

(2)施設整備支出

土地に係る支出 △ 5,659 △ 9,381

立木竹に係る支出 △ 199 △ 150

建物に係る支出 △ 82,381 △ 60,223

工作物に係る支出 △ 85,156 △ 73,904

船舶に係る支出 △ 88,631 △ 69,163

航空機に係る支出 △ 50,409 △ 181,676

建設仮勘定に係る支出 △ 437,711 △ 595,140

独立行政法人等における固定資産取得支出 △ 86 △ 38

施設整備支出合計 △ 750,234 △ 989,678

業務支出合計 △ 5,288,630 △ 5,479,383

業務収支 242 269

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支出 △ 40 △ 43



利息の支払額 △ 6 △ 4

財務収支 △ 47 △ 47

本年度収支 194 221

翌年度歳入繰入等 194 221

資金本年度末残高 6,292 6,518

その他歳計外現金・預金本年度末残高 1,409 1,903

本年度末現金・預金残高 7,896 8,643



 

注 記 

 

１ 連結を行った独立行政法人等の名称及び出資割合等 

独立行政法人等の名称 
出資額 

（百万円） 
出資割合 子会社数 

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 848 100.0% － 

(注) 名称、出資額、出資割合及び子会社数は平成 31 年 3月 31 日時点によっている。 

 

２ 出納整理期間における現金の受払いの修正 

国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了した後の計

数をもって会計年度末の計数としているが、連結対象法人では出納整理期間が設けられていない。このた

め、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会計年度末に国の会計との

出納整理期間中の現金の受払等は終了したものとして修正を行っている。 

 

３ 連結対象法人特有の会計処理の修正の内容 

連結対象法人においては、企業会計原則に対して必要な修正をした上で、それぞれの特性を反映した財

務諸表を作成している。省庁別連結財務書類の作成に際して、国の会計と連結対象法人との会計処理の統

一は行っていないが、以下に記載した連結対象法人の特有の会計処理については、修正を行っている。 

 資産見返負債等 

連結対象法人において負債計上されている資産見返負債等は、財源等へ振替えている。 

2  退職給付引当金及び賞与引当金 

独立行政法人会計基準等に基づき引当外とされている退職給付引当金及び賞与引当金については、所

要額を計上している。 

3  損益外減価償却累計額等 

独立行政法人会計基準等に基づき資本剰余金の減少として計上されている当年度の損益外減価償却累

計額等は、業務費用へ振替えている。 

 

４ 省庁別財務書類と連結対象法人の会計処理の重要な相違 

 有形固定資産の減価償却方法 

省庁別財務書類においては国有財産について定率法（平成 19 年 4 月 1 日以後に新築した建物は定額

法）、物品（一部防衛用品は除く）については定額法によっているが、連結対象法人においては定額法に

よっている。 

 

５ 追加情報 

 表示科目の内容（連結対象法人を中心に説明） 

① 連結貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金・預金」には、特別調達資金等を計上している。 

・「たな卸資産」には、弾薬等を計上している。 

・「未収金」には、物件貸付料債権等を計上している。 

・「前払金」には、ＦＭＳ契約（日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定に基づき、日本

政府がアメリカ合衆国政府から装備品等及び役務を調達する方式）において、定められた精算手

続きが未了ではあるが、物品の納入が既になされた部分について、一定の前提条件に基づき控除

した金額等を計上している。 

・「前払費用」には、翌年度以降分の自動車損害賠償責任保険料を計上している。 

・「貸付金」には、自衛隊貸費学生に対するものを計上している。 



 

・「その他の債権等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定に対する前渡不動産を計上し

ている。 

・「貸倒引当金」には、会計年度末の債権に係る回収不能見込額を計上している。 

・「国有財産等（公共用財産を除く）」には、建設仮勘定を除き、国有財産台帳価格及び独立行政法

人駐留軍等労働者労務管理機構の有形固定資産のうち、公共用財産及び物品等以外を計上してい

る。 

・「土地」には、主に庁舎敷地に係る用地を計上している。 

・「立木竹」には、主に樹木を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎を計上している。 

・「工作物」には、主に庁舎に附帯する工作物を計上している。 

・「船舶」には、主に艦船を計上している。 

・「航空機」には、主に航空機を計上している。 

・「建設仮勘定」には、会計年度末に未完成の工事等に係る前払金相当額を計上している。 

・「物品等」には、取得価格（見積価格）が 50 万円（防衛省所管防衛用品の分類に属する装備訓練

に必要な機械及び器具（自動車を除く）及び美術品については 300 万円）以上の重要物品等を計

上している。 

・「無形固定資産」には、ソフトウェア等を計上している。 

・「その他の投資等」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構が差し入れている敷金、保証

金等を計上している。  

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当等に係る未払額を計上している。 

・「保管金等」には、契約保証金を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当、整理資源等に係る引当金を計上している。 

・「その他の債務等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産等を計上して

いる。 

② 連結業務費用計算書 

・「人件費」には、防衛省における人件費のほか独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の人件費に

該当するものを計上している。 

・「賞与引当金繰入額」には、6 月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。 

・「退職給付引当金等繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補

助金等に該当するものを計上している。 

・「委託費」には、診療委託費等を計上している。 

・「交付金」には、相互防衛援助協定交付金を計上している。 

・「支出金」には、合衆国軍隊特別協定光熱水料等支出金を計上している。 

・「分担金」には、国際軍事医学委員会分担金を計上している。 

・「装備品等購入費」には、武器購入費等の資産計上されないものを計上している。 

・「修理費等」には、航空機修理費等を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、装備品等

購入費と修理費等に計上したものを除いた資産計上されていないものに発生主義による調整をした

額を計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 



 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る額

を計上している。 

・「支払利息」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構のリース債務に対する支払利息を計上

している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産及び無形固定資産の処分に伴い生じた損益を計上している。 

③ 連結資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上してい

る。 

・「本年度業務費用合計」には、連結業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、当該年度の徴収決定済額から回収金収入等を除いた額を計上している。 

・「配賦財源」には、支出済歳出額と収納済歳入額との差額を計上している。 

・「自己収入」には、雑収入を計上している。 

・「独立行政法人等収入」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の収入を計上している。 

・「無償所管換等」には、財務省等へ無償所管換した財産等を計上している。 

・「資産評価差額」には、国有財産（公共用財産を除く）の台帳価格改定に伴う評価差額を計上して 

いる。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上してい

る。 

④ 連結区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、支出済歳出額と収納済歳入額との差額を計上している。 

・「自己収入」には、雑収入を計上している。 

・「独立行政法人等収入」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の収入を計上している。 

・「前年度剰余金等受入」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における前年度の決算上

の剰余金を計上している。 

・「人件費」には、防衛省における人件費のほか独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の人件費

に該当するものを計上している。 

・「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する

補助金等に該当する支出額を計上している。 

・「委託費」には、診療委託費等を計上している。 

・「交付金」には、相互防衛援助協定交付金等を計上している。 

・「支出金」には、合衆国軍隊特別協定光熱水料等支出金を計上している。 

・「分担金」には、国際軍事医学委員会分担金を計上している。 

・「装備品等購入費」には、武器購入費等を計上している。 

・「修理費等の支出」には、航空機修理費等を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当する支出のうち、

装備品等購入費と修理費等の支出に計上したものを除いたものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「土地に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち土地に係る支出を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち立木竹に係る支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち建物に係る支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち工作物に係る支出を計上している。 



 

・「船舶に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち船舶に係る支出を計上している。 

・「航空機に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち航空機に係る支出を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち未完成資産等に係る支出を計上してい

る。 

・「独立行政法人等における固定資産取得支出」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の

固定資産取得に係る支出を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 財務収支 

・「リース債務の返済による支出」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構におけるリース

債務の返済支出を計上している。 

・「利息の支払額」には、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構におけるリース債務に係る利子

支払額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。  

・「翌年度歳入繰入等」には、年度末の剰余金を計上している。  

・「資金本年度末残高」には、特別調達資金の 3月末残高を計上している。 

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、契約保証金を計上している。 

・「本年度末現金・預金残高」には、特別調達資金の 3 月末残高等を計上している。計上額は、連結

貸借対照表の現金・預金と一致する。 

 その他省庁別連結財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 防衛省と連結対象法人間の債権債務等について相殺消去を行っている。 

② 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

③ 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

④ 「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出  

された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」に基づき、国が直轄により、又

は国庫補助金等を交付して実施した汚染土壌等の除染等、放射性汚染廃棄物処理事業及び中間貯蔵

施設検討・整備事業に要した費用に係る東京電力株式会社に対する求償については、防衛省におい

ては、平成 28 年度末までに 747 百万円求償し、既に支払いを受けている。 

⑤ 重要な会計処理の誤謬の修正 

前会計年度の貸借対照表における前払金、工作物等、建設仮勘定、物品の計上に誤りがあったた

め、本会計年度において修正を行っている。この修正により、本会計年度の貸借対照表において、

前払金が 50,582 百万円、工作物等が 239 百万円、物品が 291,899 百万円それぞれ増加し、建設仮勘

定が 862 百万円減少しており、資産・負債差額が 341,858 百万円増加しており、資産・負債差額増

減計算書において無償所管換等が 341,858 百万円増加している。 



 

附属明細書 

 

１ 連結対象法人別の資産及び負債の明細 

 

（単位：百万円）

防衛省

独立行政法人駐留

軍等労働者労務管

理機構

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

＜資産の部＞

現金・預金 8,421 221 221 - 8,643

たな卸資産 1,979,828 14 14 - 1,979,842

未収金 13,681 - - - 13,681

前払金 817,159 - - - 817,159

前払費用 41 43 43 - 85

貸付金 3 - - - 3

その他の債権等 92 - - - 92

　  貸倒引当金 △ 91 - - - △ 91

有形固定資産 10,204,954 1,001 1,001 - 10,205,955

　　国有財産等（公共用財産を除く） 8,810,341 920 920 - 8,811,262

　　　　土地 4,098,934 761 761 - 4,099,696

　　　　立木竹 16,548 0 0 - 16,548

　　　　建物 1,038,905 152 152 - 1,039,058

　　　　工作物 551,480 4 4 - 551,485

　　　　船舶 1,236,306 - - - 1,236,306

　　　　航空機 914,428 - - - 914,428

　　　　建設仮勘定 953,737 1 1 - 953,739

　　物品等 1,394,612 80 80 - 1,394,692

無形固定資産 14,273 374 374 - 14,648

出資金 880 - - △ 880 -

その他の投資等 - 0 0 - 0

　　資産合計 13,039,246 1,655 1,655 △ 880 13,040,020

＜負債の部＞

未払金 4,528 162 162 - 4,690

保管金等 1,903 7 7 - 1,911

賞与引当金 135,220 152 152 - 135,372

退職給付引当金 1,904,363 602 602 - 1,904,965

その他の債務等 1,107 46 46 - 1,153

　　負債合計 2,047,122 971 971 - 2,048,094

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 10,992,123 683 683 △ 880 10,991,926

　　負債及び資産・負債差額 13,039,246 1,655 1,655 △ 880 13,040,020



 

２ 連結対象法人別の業務費用の明細 

 

（単位：百万円）

防衛省

独立行政法人駐留

軍等労働者労務管

理機構

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

人件費 1,948,012 1,501 1,501 - 1,949,513

賞与引当金繰入額 135,220 152 152 - 135,372

退職給付引当金繰入額 195,262 602 602 - 195,864

補助金等 134,738 - - - 134,738

委託費 17,669 - - - 17,669

交付金 123 - - - 123

支出金 91,729 - - - 91,729

分担金 0 - - - 0

独立行政法人運営費交付金 3,020 - - △ 3,020 -

装備品等購入費 47,910 - - - 47,910

修理費等 854,675 - - - 854,675

庁費等 340,687 - - - 340,687

その他の経費 26,141 762 762 - 26,903

減価償却費 939,656 356 356 - 940,012

貸倒引当金繰入額 167 - - - 167

支払利息 - 4 4 - 4

資産処分損益 23,830 0 0 - 23,831

　　本年度業務費用合計 4,758,844 3,379 3,379 △ 3,020 4,759,204

（単位：百万円）

防衛省

独立行政法人駐留

軍等労働者労務管

理機構

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

省庁別財務書類でのその他の経費 26,141 - - - 26,141

連結対象法人での業務費用 - 674 674 - 674

連結対象法人での一般管理費 - 88 88 - 88

　　計 26,141 762 762 - 26,903



 

３ 連結対象法人別の資産・負債差額の増減の明細 

 

（単位：百万円）

防衛省
独立行政法人駐留
軍等労働者労務管

理機構
連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 10,029,137 1,097 1,097 △ 884 10,029,350

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 4,758,844 △ 3,379 △ 3,379 3,020 △ 4,759,204

Ⅲ　財源 5,486,653 3,022 3,022 △ 3,077 5,486,598

  　　主管の財源 71,345 - - △ 57 71,288

　  　配賦財源 5,415,275 - - - 5,415,275

　　　自己収入 32 - - - 32

　  　独立行政法人等収入 - 3,022 3,022 △ 3,020 1

Ⅳ　無償所管換等 191,507 - - - 191,507

Ⅴ  資産評価差額 43,669 - - 3 43,673

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 - △ 57 △ 57 57 -

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 10,992,123 683 683 △ 880 10,991,926



 

４ 連結対象法人別の区分別収支の明細 

 

 

 

（単位：百万円）

防衛省

独立行政法人駐留

軍等労働者労務管

理機構

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

Ⅰ　業務収支

１　財源

　　　　主管の収納済歳入額 64,205 - - △ 57 64,148

　　　　配賦財源 5,415,275 - - - 5,415,275

　　　　自己収入 32 - - - 32

　　　　独立行政法人等収入 - 3,022 3,022 △ 3,020 1

　　　　前年度剰余金等受入 - 194 194 - 194

　　　財源合計 5,479,513 3,217 3,217 △ 3,077 5,479,653

２　業務支出

　（１）　業務支出（施設整備支出を除く）

　　　　　　人件費 △ 2,264,762 △ 2,137 △ 2,137 - △ 2,266,899

　　　　　　補助金等 △ 134,738 - - - △ 134,738

　　　　　　委託費 △ 17,669 - - - △ 17,669

　　　　　　交付金 △ 123 - - - △ 123

　　　　　　支出金 △ 91,729 - - - △ 91,729

　　　　　　分担金 △ 0 - - - △ 0

　　　　　　独立行政法人運営費交付金 △ 3,020 - - 3,020 -

　　　　　　装備品等購入費 △ 564,294 - - - △ 564,294

　　　　　　修理費等の支出 △ 866,226 - - - △ 866,226

　　　　　　庁費等の支出 △ 521,166 - - - △ 521,166

　　　　　　国庫納付による支出 - △ 57 △ 57 57 -

　　　　　　その他の支出 △ 26,141 △ 715 △ 715 - △ 26,856

        業務支出（施設整備支出を除く）

        合計
△ 4,489,873 △ 2,909 △ 2,909 3,077 △ 4,489,705

　（２）　施設整備支出

　　　　　　土地に係る支出 △ 9,381 - - - △ 9,381

　　　　　　立木竹に係る支出 △ 150 - - - △ 150

　　　　　　建物に係る支出 △ 60,223 - - - △ 60,223

　　　　　　工作物に係る支出 △ 73,904 - - - △ 73,904

　　　　　　船舶に係る支出 △ 69,163 - - - △ 69,163

　　　　　　航空機に係る支出 △ 181,676 - - - △ 181,676

　　　　　　建設仮勘定に係る支出 △ 595,140 - - - △ 595,140

　　　　　　独立行政法人等における

　　　　　　固定資産取得支出
- △ 38 △ 38 - △ 38

        施設整備支出合計 △ 989,640 △ 38 △ 38 - △ 989,678

    業務支出合計 △ 5,479,513 △ 2,947 △ 2,947 3,077 △ 5,479,383

業務収支 - 269 269 - 269



 

 

（単位：百万円）

防衛省

独立行政法人駐留

軍等労働者労務管

理機構

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

Ⅱ　財務収支

　　　　リース債務の返済による支出 - △ 43 △ 43 - △ 43

　　　　利息の支払額 - △ 4 △ 4 - △ 4

財務収支 - △ 47 △ 47 - △ 47

本年度収支 - 221 221 - 221

翌年度歳入繰入等 - 221 221 - 221

　　 資金本年度末残高 6,518 - - - 6,518

     その他歳計外現金・預金本年度末残高 1,903 - - - 1,903

本年度末現金・預金残高 8,421 221 221 - 8,643


